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経営効率化への取り組みについて 

 

 

 

電気料金の改定にあたって 

 

弊社は、電気エネルギーを中心に優れたサービスの提供に努め、皆さまか

ら選んでいただける企業、地域社会の発展や豊かな暮らしを支える企業を目

指してまいりました。また、事業の運営にあたっては、経営の効率化を最大

限に進め、その成果をもとに継続して電気料金を引き下げてまいりました。 
 

わが国の電気事業では、電力の小売り自由化が３年目を迎え、業態の垣根

を越えた様々な企業の市場参入により、競争が本格化してきております。今

後も、競争のさらなる進展など、電気事業を取り巻く環境は一層厳しくなる

ものと思われます。 
 

こうした状況のもと、弊社は将来のエネルギー市場の構造変化へ的確かつ

柔軟に対応できる「強い企業」を目指し、平成１３年４月に戦略的コストダ

ウンの推進をはじめとする新たな経営戦略「経営改革ロードマップ」を策定

いたしました。これにもとづき、経営効率化のさらなる追求、成長のための

経営資源活用、そして何よりもお客さまの目線に立ったサービスの提供に取

り組んでおります。 
 

こうした取り組みの成果につきましては、できるだけ早い時期に広くお客

さまに還元させていただくことが最善と考え、９月１日より電気料金の引き

下げを行うこととしました。 
 

今後も、「経営改革ロードマップ」を中心にさらなる経営効率化を推進し、

引き続き皆さまに選んでいただくことにより、競争を勝ち抜く総合エネルギ

ー企業として成長・発展していきたいと考えております。 
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１ 設備形成・運用・調達における効率化 
 
設備投資の抑制 
設備投資の抑制に努めてきた結果、弊社の設備投資額は、平成５年度の７，４２４億円

をピークに年々減少し、平成１０年度以降は５，０００億円を下回る水準で推移しており

ます。平成１３年度につきましても、さらに各分野にわたる効率化に努めた結果、                   
４，０００億円を大幅に下回る水準にまで抑制いたしました。 

さらに弊社は、自由化進展に伴う将来の価格競争に備えた設備投資のあり方について精

査を進め、「経営改革ロードマップ」の中で、「平成１７年度をターゲットに自由化開始直

前と比較して２割のコスト削減をする」との目標を設定いたしました。この目標を確実に

達成すべく、平成１４年度以降の設備投資計画では、低コスト体質をより一層強化し、        

平成１４年度～平成１６年度の３カ年の投資規模について年平均３，０００億円程度の水

準を目指してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
大規模投資案件が減少していくなかで、設備の運用や補修などに関わる「オペレーショ

ン＆メンテナンスコスト」の削減が今後の焦点となるため、修繕費についても、サプライ・

チェーン・マネジメントをはじめとした様々な取り組みを通じて、その抑制に努めてまい

ります。 
 

【今後の設備投資規模目標】 
 年平均３，０００億円程度の水準に抑制する。（平成１４年度～平成１６年度の３カ年平均） 

設備投資額の推移
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設備形成における効率化 
設備の形成にあたっては、技術の革新を進め、新技術・新工法の積極的な活用、仕様の

標準化などにより、着実にコストダウンを進めてまいります。 
 
具体例 
 

● 発電所建設工事における大型ブロック工法の採用 
● 新しい増容量電線の採用 
● 地中送電線建設工事における超長尺ケーブル布設の採用 
● 電線高上げ工事における新工法の採用 
● 配電線地中化工事におけるＹ字型接続部の採用 
● ローラー式管路採用によるマンホール設置個数の削減 

 
 
 

設備運用における効率化 
安全と信頼度の確保を大前提に、火力発電所の総合熱効率の向上をはじめとする設備運

用効率の改善や、保守点検業務の合理化・効率化に努めてまいります。 
 
具体例 
 

● 火力発電所の総合熱効率向上 
 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 

弊社熱効率 (%) ４０.６０ ４０.９７ ４１.５２ ４１.８２ ４１.８５

9 電力会社平均 (%) ３９.７１ ３９.９８ ４０.４５ ４０.６３ ４０.８４

● 高コスト・低効率の火力発電設備の廃止 
１３年度廃止設備 新名古屋５・６号、武豊１号  （計６６万 k W） 
１４年度廃止設備（計画） 西名古屋５・６号       （計１００万 kW） 

● 既設水力資源の再評価による水力発電所の発電量の増加 
● 合理的な変電機器保守方法の導入 
● 変電機器延命化による取替台数の削減 
● 配電線高圧ケーブル点検周期の延伸と合理的な点検方法の導入 
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資材・燃料・資金調達における効率化 
競争原理を最大限に活用し、資材・燃料・資金について、最も経済的な調達を実施してま

いります。 
 
具体例 
 

● 調達サプライ・チェーン・マネジメント（調達ＳＣＭ）の本格展開 
 ※調達ＳＣＭとは、部品・資機材メーカーおよび工事会社から当社の資材・技術部門に至る、

資機材の調達プロセスの分析・改善を通じてコストダウンを図る新しい手法です。 

 
 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 電力ｅ-マーケットプレイスの効果的な活用 

● 資機材における海外調達品目の拡大 
● 発電用燃料の経済調達の拡大 
● 柔軟かつ多様な調達手法の活用による資金調達コストの低減 
 
 

物流 調達 物流 製造 調達 製造 建設･保守

調 達 Ｓ Ｃ Ｍ

当社 

資材部門 資機材メーカー、 
工事会社等

部品メーカー 技術部門

目標 ： 総調達コストの２０％削減 

制 約 条 件 の 改 善 部品点数の集約化および抑制 
調達組織の集中化 
ムダ・ムラの排除 
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２  業務運営における効率化 
 
弊社ではこれまで、聖域を設けない業務効率化を継続的に推進し、電力業界の中でもいち

早く要員のスリム化に取り組んでまいりました。その結果、平成１０年３月時点で       

２０，９００人程度であった社員数は、平成１４年３月末には２，６００人減の        

１８，３００人程度にまでスリム化いたしました。 
今後、より一層競争力ある事業運営体制を築くため、平成１７年度末までにさらに        

１，７００人程度のスリム化を目指した新たな要員目標を設定いたしております。 
 
 
 
 
この目標を達成するなかで、販売力の強化や新規事業分野をはじめとする成長分野への要

員の重点配置をあわせて行ってまいります。 

社員数の推移
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具体例 

 
● 採用人員の抑制 

 
 
 

● ダム管理所の統廃合 
● 給電制御所による発変電所の集中管理 

● 給与・厚生サービスセンターの設置による福利厚生業務の効率化 
● ＩＴ（情報技術）の活用による事務能率と生産性の向上 
● お客さま転居時における業務の委託化 

 

 

年  度 ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ 
(一部計画) 

１５
(計画) 

新規採用者数

（人） ６４４ ５１８ ４０４ ３３３ ２７６ ２１６ １６４ １６３ １２０ 

 

【今後の要員目標】 
平成１７年度末までに、社員数を１６，６００人程度とする。 

計画 

－ ５ － 


